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１．背景
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• 建築基準法は、大地震等に対する安全確保（倒壊等防止）を規定
• 2011年3月11日に発生した東日本大震災や近年の竜巻において、

以下に示す建築物の被害形態が顕在化

① 地震による防災拠点となるべき庁舎の被害
② 地震による非構造部材損傷による機能喪失
③ 津波による構造被害
④ 竜巻による非構造部材の被害

③②①

これにより・・・

④

居住や活動の場である建築物が（倒壊は防止されても）損傷を受け
て機能が失われ、生活や事業が継続困難に



２．目指すべき社会目標

2

これからの構造設計に求められるもの

・ 建築物の災害後の機能継続性能を如何に確保するか
・ 災害により低下した機能を如何に迅速に回復させるか

従来は想定していなかった規模や種類の荷重・外力に対する性能
評価手法や災害後の建築物機能を確保するための研究が必要

建築物の機能継続性能の考え方の例



４．研究の全体構成
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自然災害の荷重・外力（地震・津波・強風等）に対して、災害対策拠点とな
る建築物に求められる性能を考慮し、主に以下のような課題を抽出した。

地震については、極稀地震に対しても、骨組みの変形を抑えるため、袖
壁等を利用した損傷制御設計法を検討するとともに、天井等の非構造
部材が損傷しないための工法を検討する。
津波については、浸水深10m程度のレベル２津波に対しても、浸水部

分の外壁等については脱落を許容しても骨組みが耐えられるよう、低
抗力津波避難ビルの設計法を検討するとともに、津波に伴う漂流物か
らの防護対策についても検討する。
強風については、極稀台風やF3竜巻に伴う飛来物の衝撃に対しても、
骨組みや外壁が損傷しないための設計法を検討する。

これらの自然災害によるライフラインの途絶に対し、災害拠点建築物の
機能継続上重要な設備の機能を維持するためのシステムについて検
討する。



４．研究の全体構成
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＜災害拠点建築物のイメージ＞

⑥竜巻飛来物対策評価法

２）津波対策技術

③外壁材脱落を考慮した耐津波設計

④低抗力津波避難ビル

⑤津波漂流物の防護対策

⑦災害拠点設備システム

①高耐震吊り天井工法

②壁を活用した損傷制御設計

１）地震対策技術

４）災害後の維持管理技術

３）竜巻対策技術



５．技術研究開発の体制
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国総研

建築研究部

国立研究開発法人
建築研究所

検討委員会 （全体委員会及び研究開発テーマごとにWG設定）

河川研究部
都市研究部

連携

国土交通省

住宅局建築指導課
大臣官房官庁営繕部
大臣官房技術調査課

学識経験者(大学・民間)
建設会社・関係協会・材料メーカー等

地方公共団体
民間事業者

連携

共同
研究



６．技術研究開発の計画及び研究概要
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災害拠点建築物の機能継続技術の開発検討委員会

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

非共振天井材WG

損傷制御設計法WG

設備システムWG

災害後の建築物
機 能 を 確 保 す る
た め の 技 術 開 発

低抗力津波避難ビルWG

外壁材脱落を考慮した設計法WG

漂流物対策技術調査 WG

飛来物対策評価法WG

津波や竜巻外力を
想定した技術開発

最終成果報告書
(設計ガイドライン)
のとりまとめ、公表

【目的】地震・津波・竜巻の災害後も直後から避難指示・応急復旧等の
防災拠点となる災害拠点建築物の設計に資する技術開発を行う。
→ 首都直下地震、南海トラフ地震等の被害軽減・迅速な復旧
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（１） 壁を活用した損傷制御設計法の開発

従来の構造設計では、そで壁などの性能評価
は複雑で取り込まれてこなかった。そのため構
造骨組みに悪影響を与えないようにスリットを
入れて縁を切っていた。

近年の国土交通省 建築基準整備促進事

業により、壁つき部材のモデル化・評価方
法について基準が整備された。(2015年度
版構造関係技術基準解説書に反映)

壁つき部材を含む鉄筋コンクリート造架構
の靱性型設計法ひび割れ性状、非構造材
を含めた継続使用性についてはほとんど検
証されていない。

地震後の建築物の使用安全性を簡易に確
認できる手法が必要。

➡ 実大建築物の載荷実験により壁つき架構
の構造性能を検証する。 簡易に使用安全性を
記録できる装置を開発する。
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（１） 壁を活用した損傷制御設計法の開発

そで壁を活用したＲＣ造５層建築物の実
験を行った。提案方法により，大地震時
の損傷・修復作業が軽減することを示し
た

建築物を大地震時の損傷を小破に留
めるには，層間変形角0.50%時にせん
断力係数が0.40以上を確認する必要
がある

非構造部材は小破以降で使用不能と
なった。簡易な装置により、地震後の継
続使用の可否は判断しうる。

そで壁を活用した損傷制御設計法の提案
大地震後に大規模な補修をすることなく継続使用可能な架構の提案

架構変形角 (％)

1層
せ

ん
断

力
(k

N
)

従来の架構強度

壁を切り離した架構の計算強度を大きく上回る
(約１．５倍)

急激な変形・損傷の進行（強度の低下）は見られ
ない
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（２） 高耐震吊り天井の開発

地震時に天井に生じる慣性力を、天井裏の水

平力抵抗部材で受けて構造体等に伝達。

中地震から大地震程度に対して「天井面の形

状及び非共振状態を維持できる」ことを目標と

する。

天井周囲に生じる隙間は現告示60mm以内よ

り小さくすることを想定。

天井裏の部材は減らし、天井裏の利用（配管

など）の自由度を高くする。

「高耐震吊り天井」のイメージ

吊り天井の天井裏の例
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（２） 高耐震吊り天井の開発

試験体の概要（長さ1650mm、幅480mm、吊り長さ1500mm、重さ1.2t）

水平力抵抗部材（約27kg/個） 立面図

試験体の設置状況

600100 100

50

単位(mm)

1
,4

5
0

800

□100x50x1.6

□50x50x1.6

他の部材は従来の吊り天井と同じ

動的加振実験
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（２） 高耐震吊り天井の開発

災害拠点建築物に設ける吊り天井の耐震性向上を目指して、執務室を主
な設置対象に想定した「高耐震吊り天井」の開発を行った。

「水平力抵抗部材」を吊り天井（80㎡、1.2ton）に釣合良く６個配置（分散配
置）した動的加振実験より、吊り元加速度2000gal・天井面加速度3000gal
程度（告示では天井面最大設計加速度2200gal）まで天井が無損傷であり
、変位は20mm程度以内（告示では隙間は60mm以内）に納められること、
加振方向や天井面の設備の影響も小さいことを確認した。

今後は、静的・動的実験の結果を踏まえ、設計時に活用できるように、庁
舎への適用について設計例を作成するとともに、災害拠点建築物におけ
る吊り天井の設計の手引きを検討する予定である。
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（３） 外壁材脱落を考慮した耐津波設計法の開発

鉄骨造建築物では、津波により大部分の外装材が脱落しているが流失・転倒した建築物
の中には外装材が残存した例も確認

現行の津波避難ビル等に係るガイドラインでは、鉄骨造建築物の外装材の脱落を保証でき
ない

実大の外装材を用いた構造実験や水理実験を実施し、外壁材の脱落を考慮した耐津
波設計法を開発する

津波による外装材の流失
（岩手県陸前高田市）

水理実験構造実験
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（３） 外壁材脱落を考慮した耐津波設計法の開発

外壁材の脱落を考慮した耐津波設計法の全体の流れ

＜全体の流れの骨格＞

既往の津波避難ビル等の

構造上の要件の解説に準拠

＜津波波力・浮力の算定＞

外壁材の脱落判定を行い、

外壁材脱落に伴う荷重低減を

考慮する点が従来と異なる。

 

津波荷重の算定 

＜START＞ 
 

<END>

津波荷重に対する設計  

[前提]:地震・風荷重等に対する通常の設計   

津波波力の算定  
 
 

（外壁材脱落に伴う荷重低減を考慮）  
 

浮力の算定 
（外壁材脱落に伴う荷重低減を考慮）  

 

構造骨組の設計 

転倒、滑動、基礎梁の検討
 

 

 

 

外壁材の脱落判定 
 

耐圧部材の設計 

漂流物、洗掘に対する検討 
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（４） 飛来物対策評価方法の開発

飛来物対策評価方法の開発

2012年5月6日につくば市で発生した竜巻により、建築物非構造部材
に脱落や破損などの被害を確認

飛散防止窓ガラス等の耐風外装材について外装材衝撃試験装置
を用いた実験を行い、外装材の飛来物耐衝撃性能の評価方法を開発



15

外装材の飛来物耐衝撃性能の評価方法

海外の試験方法に倣い、衝撃試験の加撃体の仕様を決め、
試験方法を纏めた。

竜巻試験では衝撃試験のみ，台風試験では衝撃試験後 繰

返し圧力載荷を行なう。試験体数は２体づつとする。圧力載
荷では，稀に生じる暴風（再現期間50年）に相当する圧
力等を繰り返し載荷する。

災害拠点建築物の機能継続の観点から、災害拠点機
能を有する建築物の部分に設置する外装材の飛来物
耐衝撃性能の基準（加撃体⑤）を纏めた。

・竜巻試験：衝撃試験を行い、外装材が損傷しても、室内
側に飛来物を貫通や突出させない。また，外装材や内
装材等の破片を室内に落下させない。
・台風試験：衝撃試験後繰返し圧力載荷を行い、外装材に
一定以上の裂け目が生じさせない。

災害拠点建築物の設計ガイドライン(H28)に反映災害拠点建築物の設計ガイドライン(H28)に反映

（４） 飛来物対策評価方法の開発

加
撃
体

想定F
スケー

ル
対応する既存指標

質量
(kg)

速度
(m/s)

①
F0未
満 ASTM-B 0.95 15

② F0 ASTM-C ISO-B 2.0 12

③ F1 ASTM-D ISO-C 4.1 15

④ F2 ASTM-E ISO-D 4.1 24

⑤ F3 SESP ISO-E 6.8 22

⑥ F4
FEMA361
ICC-500 6.8 35

Fはフジタスケール
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（５） 災害拠点設備システムに関する調査研究

東北大震災被災地自治体
Ｍ市 （2014 年02 月03 日（月） 14：30 ～15：50）
Ｋ市 （2014 年02 月04 日（火） 9：15 ～11：30）
Ｒ市 （2014 年02 月04 日（火） 14：00 ～15：30）
Ｉ市 （2014 年02 月05 日（水） 10：00 ～11：30）
Ｏ市病院 （2014 年02 月05 日（水） 14：00 ～16：00）

災害対策が進んでいると考えられる自治体
Ｅ区 （2014 年01 月21 日（火） 10：20 ～11：45）
Ｎ市 （2014 年01 月23 日（木） 13：20 ～14：50）
Ｋ区 （2014 年02 月13 日（火） 13：15 ～14：30）

典型的な被災自治体に、被災時の状況から復旧に至るプロセス
をヒアリングし、被災実態を把握するとともに、建築設備の被災状
況、応急対処から復旧にかけて時系列整理することにより、建築
設備に求められる機能を改めて整理する。
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（５） 災害拠点設備システムに関する調査研究

・災害時に有効と考えられる設備システムについて抽出した。
・項目は被害軽減技術・エネルギー・照明・上下水等に分類
⇒ 災害拠点建築物の設計時における目標性能の提案

災害時に有効と考えられる設備システムの例
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各課題間の整理

本総プロでは、様々な荷重・外力を対象として、7課題について検討している。そのため、各課

題で開発する技術が相矛盾するかどうか確認した。とくに、津波脱落外壁材は他の課題の考
え方とは異なり、脱落を許容する設計法であり、他の課題との整合性について検討した。

（１）津波脱落外壁材の構造性能

建築基準法施行令第３９条では、外壁材は地震や風等の荷重・外力その他震動および衝
撃に対して脱落しないことが求められているが、津波は津波防災地域づくりに関する法律（平
成23年12月）に定められており、建築基準法施行令第３９条の定める荷重・外力には当たら

ない。また、地震や風等に対して十分過ぎる耐力をもたせた外壁材は、津波荷重に対して脱
落しないことも想定されるが、その場合には脱落しない外壁材として設計することになる。

（２）津波脱落外壁材と飛来物耐衝撃性能をもつ外装材の関係

外壁材が脱落すると当該階は浸水することになるので、災害拠点機能を有する居室には当
たらない。一方、飛来物耐衝撃性能をもつ外装材で建築物全面を覆う必要はなく、災害拠点
機能を有する居室のみを外装材で覆えればよいので、津波脱落外壁材と飛来物耐衝撃性能
をもつ外装材が競合することはない。

（３）地震後津波による外壁材の脱落

東日本大震災のように、大津波が来襲する前に巨大地震により外壁材が損傷することが考
えられるが、この損傷は津波による外壁材の脱落を妨げないとした。
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日経アーキテクチャー 日本経済新聞

NHK (首都圏ネットワーク)

記者発表

日刊工業新聞

壁を活用した損傷制御設計法の開発 外壁材脱落を考慮した耐津波設計法の開発
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日本建築学会 構造系論文集 （２件） 損傷制御設計法 １件
日本建築学会 構造工学論文集 （１件） 損傷制御設計法 １件
日本建築学会 学術講演梗概集 （１７件） 損傷制御設計法 ８件

津波外壁材脱落設計 ２件
飛来物対策評価法 ５件
高耐震吊り天井 ２件

日本建築学会 年次大会PD資料 津波外壁材脱落設計 １件
日本コンクリート工学会年次論文集（１件） 損傷制御設計法 １件

記者発表(２件) 損傷制御設計法 ２件 (2014，2015 実大実験)
公開実験(２件) 損傷制御設計法 ２件 (2014，2015実大実験)
マスコミ対応 (10件) 津波外壁材脱落設計１件（日刊工業新聞社）

損傷制御設計法 2014 ７件
NHK総合，NHK水戸，日本経済新聞，
毎日新聞、日経アーキテクチュア，
建設通信新聞，
つくばサイエンスニュース

損傷制御設計法 2015 ２件
日刊工業新聞，建設通信新聞

講演 日本建材開発工業会定期講演会１件
雑誌 月間セメントコンクリート １件

建設マネジメント技術 １件

成果の公表状況



７．成果反映
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防災拠点において、従来は想定していなかった外力を設定し、建築物
所有者等が災害後の建築物機能を確保するために必要な要求性能を選
択できる設計技術を明確化

技術開発された成果は以下に反映

地方公共団体等の公的施設および民間を含む拠点施設の災害後の継続
使用性を評価する災害拠点建築物の構造設計ガイドラインの策定

耐震対策技術においては、長期優良住宅の認定基準等への反映を検討

耐津波対策技術においては、津波防災地域づくり法に基づく避難施設に
関する技術基準に反映を検討

官庁施設の設計基準類（例えば“官庁耐震施設の総合耐震計画基準
及び同解説”等）への反映を検討



８．今後の作業予定
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低抗力津波避難ビル

津波荷重が低減する架
構形状を提案するととも
に水理実験により設計
用津波荷重を定める標
準的な方法を示す

高耐震吊り天井工法

平成27年度に実施した振動

実験結果を取りまとめ，高耐
震吊り天井の設計法および
試設計を作成する

災害拠点設備システム

災害拠点建築物の設計に
おいて推奨すべき設備技
術，有用な新技術、システ
ムの運用手法について検
討し、「災害拠点における
設備システムの計画・設
計・運用マニュアル」を作
成する

2）地震対策技術 3）設備の災害後の維持管
理技術

壁を活用した損傷制御設計
使用安全性簡易確認装置

高密配筋・強度型設計に基
づく損傷制御法を実大実験
により検証し，損傷制御の
ための基準案を提案する

使用安全簡易確認装置の
精度検証および試設計を作
成する

津波漂流物の防護対策

漂流物の衝突による部
材の損傷を防止する方
法の有効性について水
理実験により検証する

1）津波対策技術



９．研究の進捗状況

（１）目標達成の見通し

全体的に概ね順調に進んでいる。

（２）報告時点までの成果
・飛来物対策評価法および外壁材脱落を考慮した耐津波設計法は完成しており、竜巻や津
波外力に対する外壁材性能を新たに評価できるようになった。

・実大５層建築物の載荷実験により，壁を活用した損傷制御設計法が検証されるとともに地
震後の継続使用性を担保するための損傷限界変形が明らかになった。

・高耐震吊り天井の振動実験により，高度な耐震性と災害拠点に求められる設備配管設計
の両立を可能とする天井工法について検証された」。

・関係自治体へ被災時の設備有用性に関するヒアリングを行い、災害拠点建築物の設計時
における目標性能策定に向けた有用な基礎資料を得た。

（３）研究開発の実施方法・体制

研究開発課題に応じてワーキンググループを設定し、各分野の専門家による検討が行われた。
検討結果は有識者委員会で持ち寄り、研究全般に関わる助言を受けながら効率良く実施した。

（４）研究計画について（H27～H28）

事前評価における「成果の普及について工夫すべき」との指摘を踏まえ、研究成果については
学会発表・見学会・報道等を通じて社会への公表・普及を図りながら作業を進める予定。

(5)成果の反映

災害拠点建築物における評価技術を開発し、本省と連携して、津波防災地域づくり法や長期優
良住宅等における技術基準に反映する。
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